
資料 １２

道 路 交 通 騒 音 に 係 る 沿 道 対 策



２）制度の適用例

沿道整備道路の指定及び沿道地区計画の決定状況

（平成12年３月10日現在）

NO 道 路 名 区 間 延長(㎞) 公告年月 地 区 延長(㎞) 公告年月

１ 一般国道43号 尼崎市東本町 20.2

～神戸市灘区味泥町

阪神高速 （神戸市灘区大石南町 12.6 S57. 8

神戸西宮線 ～西宮市今津水波町）

阪神高速 （尼崎市東本町 7.3

大阪西宮線 ～西宮市今津水波町） (計40.1)

２ 環状７号線 大田区大森本町～江戸川区臨海町 55.5 55.5

（大田区大森本町 23.2 S58.11 大田区 6.4 S63. 1

～練馬区小竹町） 目黒区 2.7 〃

世田谷区野沢地区南部 1.0 S62.11

〃 北部 0.7 S61. 8

〃 三軒茶屋・上馬地区 0.9 S62. 3

〃 代田南部・若林地区 1.7 S62.11

〃 代田北部地区 0.5 〃

〃 大原・羽根木地区 1.1 S62. 3

杉並区 4.2 S62. 1

中野区 1.9 S60. 6

練馬区桜台・栄町・豊玉地区 2.1 S63. 1

〃 羽沢・小竹町地区 0.8 S62. 1

（練馬区小竹町～足立区新田） 6.5 S62.12 板橋区 4.2 H1.10

北区 2.4 H 1 . 4

（足立区新田～同区中川） 10.9 S59. 8 足立区（Ｄ地区） 2.8 H 1 . 3

〃 （Ｂ地区） 1.7 S63. 1

〃 （Ａ地区） 1.2 S62. 4

〃 （Ｃ地区） 4.5 H 1 . 3

（足立区中川～葛飾区東新小岩） 5.0 S62.12 葛飾区 4.8 H 3 . 1

（葛飾区東新小岩 9.9 H 2. 3 江戸川区 9.9 H4.12

～江戸川区臨海町）

３ 環状８号線 大田区蒲田～同区田園調布 7.0 H12. 3

（羽田上高井戸

岩淵線） 杉並区上高井戸～同区井草 6.5 H 6. 9 杉並区 5.2 H 8 . 5

練馬区春日町～同区錦 2.0 0.8

(練馬区春日町～同区北町） 0.4 S61. 3 練馬区春日町二丁目地区 0.4 S61. 8

（練馬区北町） 0.4 S58.11 〃 北町・早宮地区 0.4 S59.11

（練馬区北町～同区錦） 1.2 H12. 3

板橋区相生町～同区小豆沢 2.4 2.4

（板橋区相生町～同区坂下） 0.7 H 1. 9 板橋区（Ａ地区） 0.7 H2.12

（板橋区坂下～同区小豆沢） 1.7 H 5. 7 〃 （Ｂ地区） 1.7 H 6 . 4

(計) 9.7 (計) 8.4

４ 一般国道４号 足立区梅田～同区西保木間 5.1 S59. 8 5.1

足立区（Ａ地区） 3.7 S62. 1

〃 （Ｂ地区） 1.4 H 1 . 3

５ 一般国道23号 四日市市北納屋町 1.2 S59. 9 四日市地区 1.2 S62.11

～同市西末広町

６ 一般国道254号 板橋区中丸町～同区桜川 8.7

（板橋区中丸町～同区桜川） 4.1 H 8. 9 板橋区（Ａ地区） 4.1 H9.11

（板橋区桜川～練馬区旭町） 4.6 H12. 3

合 計 108.6 合計（２９地区） 74.3

延べ

(128.5)
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幹線道路の沿道の整備に関する法律の概要

沿 道 整 備 道 路道路管理者又は

関係市町村 要請可

・建設大臣の承認を受け

て都道府県知事が指定

道路交通騒音減少計画 沿 道 地 区 計 画 沿 道 整 備 協 議 会

・道路管理者及び都道府 【沿道地区計画の区域及び沿道の整備に関する ・都道府県知事、都道

県公安委員会が道路構 方針を先行的に定めた後、沿道地区整備計画 府県公安委員会、関

造の改善、交通規制等 を定めることが可能】 係市町村及び道路管

による道路交通騒音の ①区域及び方針 理者が組織

減少に関する計画を策 ②沿道地区整備計画 ・関係地方行政機関の

定 ・建築物の間口率・高さの最低限度、防音 参加が可能

・道路管理者及び都道府 上・遮音上の制限、緩衝空地、道路等の ・構成員は協議の結果

県公安委員会は計画に 沿道地区施設等を定める を尊重

従って必要な措置 ・区域内で容積の適正配分が可能

・土地所有者等が策定を要請 等

沿道整備促進のための助成等 沿道整備権利移転等促進計画 沿 道 整 備 推 進 機 構

①沿道整備用地の買入れに関す ・市町村が策定 ①公益法人（地方公共団体の設

る資金の無利子貸付け ・権利移転者の氏名、権利移転 立によるまちづくり法人を想

・国→市町村 する土地及びその利用目的等 定）で次に掲げる業務を行う

・貸付対象： の事項を定める ものを市町村長が指定

沿道地区計画の区域内 ・沿道地区計画に適合すること、 ・沿道整備事業者に対する情報

関係権利者全員の合意が得ら 提供、相談その他の援助

②緩衝建築物の建築等に要する れていること等を要件 ・緩衝建築物の建築

費用の一部負担 ・計画の公告があったときは、 ・沿道整備用地の取得、管理及

・道路管理者→緩衝建築物を 計画に従って所有権等の権利 び譲渡

建築する者 が移転 等

・負担対象： ②沿道整備用地の取得に要する

沿道地区計画の区域内 (税)計画に基づく土地等の取 資金の無利子貸付け

得について ・市町村が機構に対して無利子

・事業用資産の買換特例 貸付け事業を行う場合に当該

(税)緩衝建築物に対する割増償却 ・登録免許税、不動産取得 事業に必要な資金の２／３以

税の軽減 内を国が当該市町村に無利子

③防音工事に対する助成 ・特別土地保有税の非課税 で貸付け

・道路管理者→住宅の所有者等

・助成対象：昼70dB( eq)以上又は夜65dB( eq)以上 (税)機構の土地等の買取りにL L

ついて

④住宅の移転等に対する助成 ・1,500万円特別控除

・道路管理者→住宅移転者等 ・長期譲渡所得の軽減税率､

法人税の５％重課除外

・特別土地保有税の軽減
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道路交通騒音に係る沿道対策

１　幹線道路の沿道の整備に関する法律

１）制度の概要

対策制度 内　　容

沿道整備道路

の指定

（指定要件）

以下の要件を満たす道路を都道府県知事が指定

①交通量１万台／日超または４千台／日から１万台／日（大型車を考慮した場合）

②夜間騒音値（ＬAeq,8h）65dB 超または昼間騒音値（ＬAeq,16h）70dB 超

沿道地区計画

の策定

沿道地区計画では、遮音型街並みにするため、以下の計画事項を定める。

①７／10 以上の間口率　　　　　　　　②５ｍ未満部分の遮音構造

③５ｍ以上の最低高さ　　　　　　　　 ④防音構造

沿道整備促進

のための防音構

造化の促進

①土地の買入に関する資金の貸し付け

・沿道地区計画内の土地を買い入れる市町村に対し、国が費用の一部（２／３）を無

利子で貸し付ける。

②緩衝建築物の建築等に要する費用の負担

・地区計画に適合する緩衝建築物を建築する者に対して、道路管理者が費用の一部（建

築費等の 17％（非住宅は 21.7％））を負担する。

③防音構造化の促進等

・沿道地区計画内において、市町村の条例により建築物の構造について制限が定めら

れた場合には、防音工事に必要な助成を行う。

・直轄国道に関する制度の拡充

　「道路交通騒音の著しい幹線道路に係る沿道整備に推進について」（通達）に

基づいて、建設大臣は以下の場合に予算の範囲内でその費用の全部または一部

を助成する。

　◎助成等の対象

・沿道整備道路として指定された直轄国道の周辺に所在する住宅で、夜間の

自動車騒音の値が計算値、実測値（ＬAeq,8h）とも73dB 以上

　◎実施住宅

・沿道整備道路の指定がなされた日に居住の用に供している住宅。

④沿道整備推進機構に対する資金の貸し付け

・同機構による沿道整備用地の取得について、を国が市町村を通じてその用地の取得

に要する費用の２／３以内を無利子で貸し付ける。

⑤住宅の移転等に対する助成

・防音工事助成の要件を満たす住宅の所有者が防音工事を行うことが、法令等の規

定によって困難な場合に、住宅の移転・除却に対して、予算の範囲内で助成を行

う。
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２　高速自動車国道等の周辺における自動車騒音に係る障害防止について(局長通達)

１）制度の概要

対策制度 内　　容

防音工事の助

成

　公団は以下の場合に予算の範囲内でその費用の全部または一部を助成する。

◎助成等の対象

・高速自動車国道等の周辺に所在する住宅で、夜間の自動車騒音の値が計算値、

実測値（ＬAeq,8h）とも65dB 以上

◎実施住宅

・既供用道路にあっては、昭和 51年８月１日現在、居住の用に供している住宅

・その他の道路については、供用開始の日に居住の用に供している住宅。

移転助成
　公団は、防音工事によっては自動車騒音の防止・軽減することが著しく困難な

住宅を移転または除却する場合に、予算の範囲内で工事に要する費用を助成する。

跡地買い取り
　公団は移転助成対象の住宅が所在する土地であって、公共施設その他公共の利

便に供する施設として利用計画があるものを予算の範囲内において買い取る。

２）防音工事助成の実績

　　　平成１０年度末で累計約５５，０００戸

　　　

　　　　　　　


